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令和７年度福岡県保健環境関係試験研究外部評価報告書への対応について 

 

福岡県保健環境研究所 所長 白石 博昭     

 

令和７年１１月２７日に「福岡県保健環境関係試験研究外部評価委員会（会長：楠田哲

也 九州大学高等研究院 特別顧問・名誉教授）」が開催され、次頁に記載の研究課題につい

て、御意見・御助言をいただきました。 

また、令和８年２月２４日には「令和７年度福岡県保健環境関係試験研究外部評価報告

書」をワンヘルス総合推進課へ提出していただきました。この報告書では、各研究課題に

対する評価結果と併せ、感染症や大気など各研究分野につきましても、数多くの貴重な御

意見等をいただいております。 

これらの御意見等に対し、当所における対応は以下のとおりです。 

各研究課題に対する評価結果については、今後の研究活動の改善、研究計画の調整･見直

しなどに活用してまいります。また、委員会からいただいた御意見等のうち、対応を要す

るものについては、別表１～３のとおり取り組んでまいります。さらに、各研究分野に対

する貴重な御意見等につきましては、別表４のとおり対応し、調査・研究業務の活性化に

つなげたいと考えております。 

当所は、令和９年度に供用開始されるワンヘルスセンターの中核施設として、移転に向

けて研究力の強化に取り組んでおります。今後とも、委員会の御意見等を踏まえながら、

ワンヘルスの推進に寄与する分野横断的かつ先進的なワンヘルス研究に積極的に取り組ん

でまいりますので、御理解と御支援をよろしくお願いします。 
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研究課題一覧 

 

 令和８年度新規研究課題（７課題：保健関係２課題、環境関係５課題） 

 

  

 

 令和６年度終了研究課題（７課題：保健関係３課題、環境関係４課題） 

 

  

 

 令和７年度継続研究課題（中間年）（６課題：保健関係３課題、環境関係３課題） 

 

    

  

 

  

No. 研究課題名 研究
期間 研究代表者

（保健関係）

新規１ 質量スペクトルの類似性に基づく違法薬物解析ツールの開発 R8-R10 生活化学課 重富

新規２ 食事を通じて人が摂取する有機リン酸エステル系難燃剤量の推定 R8-R10 計測技術課 佐藤

（環境関係）

新規３ 福岡県内のWBGT（暑さ指数）分布特性に基づく熱中症対策支援方法の開発 R8-R10 大気課 廣瀬

新規４ 大気拡散モデルを用いた酸化エチレン発生源対策効果の推計 R8-R10 大気課 宮﨑

新規５ 汎用分析装置及びヘリウム代替ガスを用いた残留性有機汚染物質(POPs)分析法の開発 R8-R10 廃棄物課 中村

新規６ 生態園への生物導入に向けた地域別遺伝的特徴の把握 R8-R10 環境生物課 更谷

新規７ 河川工事による生物多様性への影響評価手法の開発 R8-R10 環境生物課 中島

No. 研究課題名 研究
期間 研究代表者

（保健関係）

終了１ がん登録情報等を利用した福岡県のがん対策に向けた課題の検討 R4-R5 企画情報管理課 中島

終了２ 次世代シークエンサーを用いた原因不明感染症等の起因病原体の探知強化に向けた研究 R4-R6 ウイルス課 小林

終了３ 油症患者の体内に残留するダイオキシン類等の実態把握と代謝機構の解析 R4-R6 生活化学課 堀

（環境関係）

終了４ 大気中ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤の分析法開発と汚染状況の把握 R4-R6 計測技術課 堀内

終了５ 生物応答試験と網羅分析の迅速化による化学物質スクリーニング法の開発 R4-R6 水質課 古閑

終了６ 堆積物微生物燃料電池を用いた閉鎖性水域の底質改善に関する研究 R4-R6 水質課 松木

終了７ ワンヘルス・アプローチに向けた生態系把握への環境DNAの適用に関する研究 R4-R6 水質課 平川

No. 研究課題名 研究
期間 研究代表者

（保健関係）

継続１ 保健医療介護縦断データベースの解析手法に関する基礎的研究 R3-R8 企画情報管理課 西

継続２ ビッグデータを活用したコロナ禍における受療動向に関する研究 R6-R8 企画情報管理課 市原

継続３ 細菌ゲノミクスを基礎とした病原体サーベイランスへの応用に向けた研究 R6-R8 病理細菌課 重村

（環境関係）

継続４ 大気シミュレーションモデルによる大気汚染対策効果の評価に関する研究 R3-R8 大気課 山村

継続５ 浸出水等に含まれるPOPs等の分析法の構築 R6-R8 廃棄物課 藤川

継続６ 福岡県における侵略的外来水生植物の防除に係る研究 R6-R8 環境生物課 金子
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別表１ 令和８年度新規研究課題（案）に対する委員会の意見とその対応 

（保健関係） 

課題名 研究期間 評価項目と意見 保健環境研究所における対応 

質量スペクトルの類似

性に基づく違法薬物解

析ツールの開発 

R8-R10 

 

 

【評価項目】 

地域ニーズにあっているか 

《意見》 

・ 極めてあっている。国家とし

ても重要な課題といえる。 

・ 地域だけでなく日本にとっ

て必要な研究である。 

・ 福岡県の薬物濫用防止条例

に沿った研究であり地域ニ

ーズに適合する研究と考え

る。 

・ 福岡県においては危険ドラ

ッグに係る犯罪の検挙者数

は増加傾向にあり、多様化す

る薬物の種類に応じた分析

体制の強化を掲げており、地

域ニーズに合っている。 

 

【評価項目】 

緊急性があるか 

《意見》 

・ 社会的要請として緊急を要

する検討課題である。 

・ 違法薬物は喫緊の課題であ

り、有効性の高い対策が必要

である。 

・ 日々新規危険薬物が新たに

製造され、使用されているの

で、緊急に対応が必要であ

る。 

・ 危険ドラッグによる犯罪は

令和３年を境に増加傾向に

あり、効果的な解析ツールの

開発は喫緊の課題である。 

・ 従来の解析手法では同定に

時間を要するため、類似成分

を迅速に検出可能な解析技

術の開発は急務である。 

 

【評価項目】 

研究計画（研究目標・研究方

法・研究期間・研究体制）は
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妥当か 

《意見》 

・ 妥当であり無理のない研究

計画となっている。 

・ 既に基本骨格だけでなく、結

合が弱い部分が特定されて

おり、それに基づいて研究計

画が立てられているので、妥

当である。 

【評価項目】 

独創性・新規性があるか 

《意見》 

・ 目的達成のために工夫が数

多くなされている。 

・ 従来の方法では検出困難な

成分にも適用可能な手法に

なり得る独創性を有する。 

・ 従来の手法では困難であっ

た新たな類似成分の迅速な

検出を可能とする点で、新

規性が高い。 

 

【評価項目】 

技術移転・活用の可能性があ

るか 

《意見》 

・ 他所への応用度は極めて高

い。 

・ 特許につながる可能性があ

る。 

・ 解析ツールとして汎用性の

高い類似度判定ツールの開

発であり、目標が達成されれ

ば他機関においても活用さ

れる可能性は高い。 

・ 解析ツールは未知化合物の

基本骨格を推定する新技術

として技術移転や活用の可

能性が高い。 

 

【評価項目】 

県民の健康の保持又は環境

の保全に寄与できるか 

《意見》 

・ 県民の健康保持にとって必
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須である。 

・ 違法薬物の迅速な同定につ

ながることが期待される。 

・ 重要な研究課題ではあるが、

違法薬物に関する解析ツー

ルであるため、直接関与する

県民はごく一部に限定され

るかもしれない。とはいえ、

安全な社会の保障のために

は概ね寄与すると言える。 

【評価項目】 

その他 

《意見》 

 

 

 

・ データベースの共有化や AI 

の利用も検討されることが

望まれる。 

・ 解析ツールの活用促進及

び精度向上を図るための

データベースの共有化、及

び類似度評価や骨格推定

における AIの活用を検討

していく予定です。 

・ 迅速な情報提供としてはど

のような方法を想定されて

いるのか。 

・ 違法薬物等が検出された

製品及び成分については、

県民への迅速な情報提供

及び注意喚起の強化を図

る上でも、報道発表及びホ

ームページや公式 X への

掲載をしたいと考えてい

ます。 

・ 危険薬物の濫用防止は、社会

全体に課せられた喫緊の課

題であり、そのための有効な

ツールとなるので早急な実

現を希望する。 

 

食事を通じて人が摂取

する有機リン酸エステ

ル系難燃剤量の推定 

R8-R10 

 

 

 

【評価項目】 

地域ニーズにあっているか 

《意見》 

・ 地域のみならず国家的ニー

ズに合っている。 

・ 現時点では地域ニーズ度は

低いが、海洋プラスチック問

題の解決に貢献できる研究

である。 

・ 地域に限定されず全国的な

ニーズがあると考えられる。 
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【評価項目】 

緊急性があるか 

《意見》 

・ 健康保持のために急がれる

研究である。 

・ 健康に害のある物質にもか

かわらず、摂取に関するデー

タが不足している。 

・ 緊急性はやや低いが、今後影

響が拡大する恐れのあるテ

ーマであり、それに備えて事

前に研究することに意義が

ある。 

・ 発癌性、神経毒などが懸念さ

れる OPFRs の食事を通じ

た摂取量は明らかでなく早

急に実態を把握する必要が

ある。 

・ OPFRs は使用量が増大し

ており、食品へ移行に関する

早急な実態調査が必要であ

る。 

 

 

【評価項目】 

研究計画（研究目標・研究方

法・研究期間・研究体制）は

妥当か 

《意見》 

・ 目的達成度の可能性の高い

研究計画となっている。 

 

・ マーケットバスケット方式

の前に濃縮し易い食品の検

索が必要ではないか。 

・ 本研究は国立医薬品食品

衛生研究所と連携した全

国的な研究であり、国内に

おける平均的な食事から

の OPFRs 摂取量の推定を

目的としているため、目的

に合ったマーケットバス

ケット方式を採用してい

ます。また、マーケットバ

スケット方式の採用によ

り食品群毎の摂取量傾向

が明らかになり、委員ご指

摘の OPFRs 濃縮傾向につ

いての知見が得られるも

のと考えています。 



7 

【評価項目】 

独創性・新規性があるか 

《意見》 

・ 社会の要請に応える課題に

なっている。 

・ 対象とした物質に新規性は

あるが、研究内容はこれまで

他の物質についてなされて

きた内容に類似しており、独

創性や新規性がやや低い。 

・ 貴研究所が OPFRs の測定

方法を独自に確立したもの

で、日本で唯一測定が可能と

いう点で新規性が高い。 

 

 

 

 

【評価項目】 

技術移転・活用の可能性があ

るか 

《意見》 

・ 国内のみならず他国におい

ても利用可能である。 

・ 国立環境研究所との共同研

究であり、目標が達成され

れば他機関における活用が

期待できる。 

・ 今回確立した測定技術は

OPFRs のリスク管理の検

討はもちろん、他の化学物

質に対する分析法開発や調

査への応用が可能で、活用

の可能性が極めて高いと言

える。 

 

 

 

 

 

【評価項目】 

県民の健康の保持又は環境

の保全に寄与できるか 

《意見》 

・ 健康の保持に欠かせない課

題である。 
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・ 食品ごとの分析、地域ごとの

分析を行うことにより、環境

汚染について推測すること

ができるかもしれない。 

・ 今後の解析の際には、食品

群や地域による OPFRs 摂

取量の違い等にも留意し

て進めていきます。 

・ 今 回 の 成 果 は 、 県民 の

OPFRs による健康被害を

防止するため、規制の基準設

定に極めて大きな貢献が期

待できる。 

 

【評価項目】 

その他 

《意見》 

 

 

 

・ 個人としての変動幅とサン

プリングの平均値的取り扱

いについて、少しずれを感

じる。 

・ 個人の変動幅は大きいと

考えますが、マーケット

バスケット方式は、厚生

労働省が行ってきた平均

的な摂取量調査として長

年の実績があり、国内の

平均的なOPFRs摂取量を

求める方法として採用さ

れています。 

・ 健康、環境を含む包括的な

テーマであり、ワンヘルス

研究としてふさわしい。 

 

 

・ トータルダイエット試料の

分析に関して、2 地域、4 地

域と設定された根拠、また

具体的にどこの地域を選定

するのかついて教えていた

だきたい。どのような経路、

どの段階で OPFRs が食品

に含まれるのかについての

分析はされるのか。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 国民健康・栄養調査では、

北海道、東北、関東、北陸、

東海、近畿、中国、四国、

九州、沖縄の 10 地域につ

いて、地域別に食品群別

摂取量が示されていま

す。本研究では、これらの

地域から試料調製におい

て研究協力が可能な 6 機

関（地域）を選定する予定

です。 

・ 本調査は、食事を通じた

OPFRs 摂取量の推定を目

的とするものであり、ト

ータルダイエット調査を

採用しています。本調査

で汚染が高いと判明した
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時点で、汚染経路の解明

や、調理工程前後におけ

る濃度の比較分析等に取

り組むことを想定してい

ます。ただし、これらは重

要な検討課題であると認

識しており、必要性があ

れば、今後の発展的課題

として取り組むことを想

定しています。 

・ この研究は、厚生労働行政

の一環として実施されるも

のであり、他の研究機関と

も緊密な連携と取りながら

推進されることを希望す

る。 

・ 本研究は、厚生労働省の

所管する国立医薬品食品

研究所等と実施する共同

研究であり、緊密に連携

しながら研究を進めま

す。 
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（環境関係） 

課題名 研究期間 意見 保健環境研究所における対応 

福岡県内のWBGT（暑さ 

指数）分布特性に基づく 

熱中症対策支援方法の開 

発 

R8-R10 

 

 

 

【評価項目】 

地域ニーズにあっているか 

《意見》 

・ 地域のみならず国家的ニー

ズに合っている。 

・ 地球温暖化の影響によっ

て、熱中症のリスクは益々

増加すると推測される。こ

の対策として、WBGT を県

内全域に発信することは極

めて実効性の高い対策と考

える。 

・ 福岡県内の熱中症搬送者数

は増加傾向にあり、県内全

域を高解像度に網羅する

WBGT 分布の取得方法を

確立し、これを熱中症対策

に活用することは極めて地

域ニーズに合っている。 

 

 

【評価項目】 

緊急性があるか 

《意見》 

・ 気候変動が大きいので、研

究が急がれる。 

・ 温暖化のためか、猛暑日が

長く続くようになっている

現状において、熱中症対策

につながりうる支援は非常

に緊急性・重要性が高い。 

・ 今後も熱中症のリスクは増

大するとされており、極め

て緊急性が高い。 

 

【評価項目】 

研究計画（研究目標・研究方

法・研究期間・研究体制）は

妥当か 

《意見》 

・ 現象のスケールと調査地点

としてのスケール設定との

関係づけを明確にする必要

がある 

 

 

 

 

 

・ 暑熱環境に即した熱中症

予防行動を促すためには，

地形や土地利用等を考慮

した現象（WBGT 分布）ス

ケールの把握が重要であ
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 ると考えています。まずは

調査地点数を拡大するこ

とで、より多様な WBGT

分布情報を取得し、そのデ

ータをシミュレーション

の実証に活用することで、

現象スケールの把握を進

めながら、県内全域を網羅

する WBGT 分布の取得に

繋げたいと考えています。 

・ 現計測地点数ヶ所について

も新しく導入する IOT 技

術の適用性について検証す

る必要がある。WBGT 分布

取得のために新たな設置予

定の計測地点を選択する根

拠が明確でない。新たな計

測地点を導入する前に熱中

症患者数との整合性を図る

べきである。 

・ 現計測地点についても

IoT 技術の適用性につい

て検証する予定です。 

・ WBGT 分布予測の精度向

上のため、現計測地点（12

地点）を補完する場所での

計測を追加する予定です。

その上で、WBGT 値と熱

中症搬送者数などとの関

係性把握も進めていきま

す。 

【評価項目】 

独創性・新規性があるか 

《意見》 

・ 有用な研究である。 

・ AI による予測は斬新であ

る。 

・ WBGT 高解像度分布の精

度向上を目指す点で独創性

が高い。 

 

【評価項目】 

技術移転・活用の可能性が

あるか 

《意見》 

・ 他所への応用度は極めて高

い。 

・ WBGT 高解像度分布を県

民に情報提供することで、

活用の可能性が高い。 
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【評価項目】 

県民の健康の保持又は環境

の保全に寄与できるか 

《意見》 

・ 大いに貢献できる。 

・ 将来的に、健康情報と突合

した解析が行われることを

期待する。 

・ 県民の健康維持に資する有

効な施策と考える。 

・ 県民が、居住地域や外出先

の熱中症リスクを知ること

により、熱中症の未然防止

に極めて大きく寄与するこ

とが期待できる。 

 

【評価項目】 

その他 

《意見》 

・ 行政としての支援方法に加

えて、個人レベルでの気候

順応訓練も必要と感じる。 

・ ５km 範囲で３日先まで

WBGT を予測できるシス

テムの構築は斬新である。 

 

・ 成果の活用方法として、福

岡県気候変動適応センター

ホームページ等を通して県

民に情報提供することにな

るが、多くの県民に利用し

てもらうためには、周知す

る工夫が必要になるかと思

う。そのような点も検討し

ていただきたい。 

・ より多くの県民に情報が

届くよう、X や LINE とい

ったプッシュ型の媒体

（能動的な情報発信）の

活用も含めて効果的な方

法を複合的に検討しま

す。 

・ 本研究の確立は、他の自治

体においても利用可能な方

法論を提供できると考え

る。 
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大気拡散モデルを用いた 

酸化エチレン発生源対策 

効果の推計 

R8-R10 

 

 

 

【評価項目】 

地域ニーズにあっているか 

《意見》 

・ 合っている。福岡県のみな

らず国としても重要な課題

といえる。 

・ 発がん性を有する酸化エチ

レンの環境基準、指針値の

設定を進めるうえで不可欠

な研究課題である。 

・ 県内においても酸化エチレ

ン評価値の超過が認められ

ており、その軽減に寄与す

る本研究はニーズに合って

いると言える。 

 

【評価項目】 

緊急性があるか 

《意見》 

・ 健康保持のために必要であ

る。 

・ 環境省の調査では、県内政

令市においても、酸化エチ

レン評価値を超過しており

早急な発生源対策を講じる

必要がある。 

・ 大気環境基準等が設定され

た場合には、福岡県は発生

源の調査と排出抑制の指導

等を実施する必要があるの

で、緊急性はある。 

 

【評価項目】 

研究計画（研究目標・研究方

法・研究期間・研究体制）は

妥当か 

《意見》 

・ 発生源対策にはもう少しス

ケールを小さくしたものも

必要である。 

 

 

 

 

 

・ 発生源対策の評価に適し

たスケールとするため、事

業場周辺における化学物

質の濃度を推計するため

に開発された大気拡散モ

デル（METI-LIS）を使用す

る予定です。 

・ 今回の研究の利点は、本研

究で開発された手法によっ

・ 排出事業者が適切な対策

を選択できるよう、本研究
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て効率的な発生源対策を選

択できることであると思う

ので、発生源対策の効果を

評価する方法を確立して、

対策効果を推測することが

目的ではなく、適切な対策

が選択できる方法を確立す

ることを目的として欲し

い。 

では大気拡散モデルと事

業場周辺の実測値を用い

て、各発生源対策による環

境中濃度の低減効果を定

量的に評価します。 

【評価項目】 

独創性・新規性があるか 

《意見》 

・ 対象物に新規性が見られ

る。 

 

【評価項目】 

技術移転・活用の可能性が

あるか 

《意見》 

・ 他所での利用度は極めて高

い。 

・ 酸化エチレンの問題は、全

国共通であり、本研究の成

果は他の自治体でも有効に

活用できる。 

・ 発生源対策方法を検討する

上で活用の可能性が高い。 

 

【評価項目】 

県民の健康の保持又は環境

の保全に寄与できるか 

《意見》 

・ 間接的ながら貢献度は高

い。 

・ 酸化エチレン発生事業者に

おける、排出抑制対策につ

ながれば、健康被害軽減に

つながる。 

・ 本研究はまずはモデル計算

の検証が第一であり、これ

が確立された場合には各発

生源に対する低減に向けた

助言に寄与することも期待

できる。 
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【評価項目】 

その他 

《意見》 

 

 

 

・ 対策効果の検討は発生源近

くでなされるのが望ましい

ので、対策を考えるには大

気拡散モデルのスケールと

に少し乖離があるように感

じる。 

・ 発生源近傍における対策

効果の検討を行えるよう、

使用する大気拡散モデル

（METI-LIS）では 10m 程

度のメッシュで計算する

予定です。 

・ 酸化エチレン発生源周辺調

査、排出状況調査は、県内で

評価値が超過している政令

市のみか。それともそれ以

外の地域も調査対象か。 

・ 発生源周辺調査・排出状況

調査は、県内で酸化エチレ

ンを排出している事業場

を対象としており、県内全

域を調査対象とします。 

・ 酸化エチレンは全国的な問

題であるため、他の研究機

関との協同によって、スピ

ードアップと効果の拡大が

期待できると思われる。 

・ 学会や地方環境研究所の

研究会など他の研究機関

と交流する機会を活用し

て情報共有するとともに、

協同を含めて効果的、効率

的な連携の手段を検討し

ます。 

汎用分析装置及びヘリウ 

ム代替ガスを用いた残留 

性有機汚染物質(POPs)分 

析法の開発 

R8-R10 

 

 

 

【評価項目】 

地域ニーズにあっているか 

《意見》 

・ 合っている。福岡県のみな

らず国としても重要な課題

である。 

 

【評価項目】 

緊急性があるか 

《意見》 

・ 必要性の高い研究であるの

で、極めて急がれる。 

・ HRMS やヘリウムガスの

供給不安定によって、残留

性有機汚染物質の監視体制

に不安が生じており、早急

な対策が必要である。 

・ POPs 類の分析マニュアル

において分析装置として指

定されている HRMS の製

造中止・撤退が相次いでい

ることや、ヘリウム供給不

足等の影響から監視破綻の
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危機に直面している。した

がって、本研究課題は極め

て高い緊急性がある。 

【評価項目】 

研究計画（研究目標・研究方

法・研究期間・研究体制）は

妥当か 

《意見》 

・ 検討過程においても対象ガ

ス種を拡大することも考え

ることが望まれる。 

 

 

 

 

 

・ 機器の仕様上、対象ガス

種には制限があることか

ら、メーカーと調整の上、

検討していきます。 

・ 水素はエネルギー分野での

使用が期待されていること

や金属劣化につながるの

で、今回対象ガスとなって

いる窒素のように安全で豊

富に存在するガスでの研究

を優先して欲しい。 

・ 安全性及び入手の容易さ

を重視し、窒素のように

安全で豊富に存在するガ

スを優先して検討してい

きます。 

【評価項目】 

独創性・新規性があるか 

《意見》 

・ 工夫が求められる課題であ

るので目的達成のために必

須である。 

 

【評価項目】 

技術移転・活用の可能性が

あるか 

《意見》 

・ 他所への応用度は極めて高

い。 

・ 既存の分析法が実施困難と

なっている中、持続可能な

代替検査方法の確率は必要

性が高く、他の研究所等で

も役立つものとなる。 

・ 本研究の内容は高い汎用性

を有しており、他の研究機

関においても活用可能と考

える。 

・ 本研究で開発した分析法

は、環境モニタリング調査
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へ活用できる。 

【評価項目】 

県民の健康の保持又は環境

の保全に寄与できるか 

《意見》 

・ 間接的にはなるが県民の健

康保持にとって欠かせな

い。 

・ 環境保全および健康保持に

役立つ研究である。 

・ 持続的かつ費用対効果の高

い環境モニタリング体制の

構築により、環境汚染の未

然防止に大きく寄与すると

考えられる。 

 

【評価項目】 

その他 

《意見》 

・ 国立環境研究所や他機関と

の共同研究であるので、十

分な成果が得られると期待

する。今後も他機関との共

同研究を模索して欲しい。 

 

 

 

・ 本研究は国立環境研究所

等との共同研究として実

施しますので、十分な成果

が得られると考えていま

す。今後も研究の発展に向

けて、他機関との共同研究

を積極的に模索していき

ます。 

・ 持続的かつ費用対効果の高

い環境モニタリング体制の

構築についてはどのような

計画をお持ちなのか教えて

いただきたい。 

・ 持続性の観点では、 100% 

輸入に依存しているヘリ

ウムに代わり、安価で安定

的に入手可能な水素及び

窒素の活用により、分析装

置の継続運用を可能とし

ます。 

・ また、費用対効果の観点で

は、管理コストの高い 

HRMS の 代 わ り に 

APGC-MS/MS を採用す

ることで、効率的かつ経済

的な運用を実現します。 

・ 残留性有機汚染物質対策に

強力なツールとなることを

期待する。 
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生態園への生物導入に向 

けた地域別遺伝的特徴の 

把握 

R8-R10 

 

 

 

【評価項目】 

地域ニーズにあっているか 

《意見》 

・ 社会的な流れから見て福岡

県としても取り組んでいく

必要がある。 

 

・ R9 年度に整備予定の生態

園に導入する生物群の遺伝

的特徴を事前に把握してお

く必要がある。 

・ 生態園はR9年度中に供用

開始予定であり、それまで

に導入生物の遺伝的特徴

を把握し、R10 年度は研究

のまとめとして生態的特

徴との関係性を解析する

予定です。 

・ 生態園を地域が求めている

という記載はない。 

・ 生態園はワンヘルスセン

ター内のワンヘルス体験

学習ゾーンのうち屋外施

設として福岡県が整備し

ます。1960 年代の筑後地

域の里地里山の景観と生

態系が再現される予定で

す。そこに導入される生物

について県内各地域の遺

伝的特徴を把握するよう

に自然環境課より行政ニ

ーズとして要望されてい

ます。 

【評価項目】 

緊急性があるか 

《意見》 

・ ワンへルスセンターへの移

行準備として必須である。 

 

・ 生態園の整備自体は緊急性

があるわけではない。 

・ 生態園はR9年度中の供用

開始を目指して福岡県が

整備する施設であり、それ

までに導入生物の遺伝的

特徴を把握する必要があ

ると考えています。 

【評価項目】 

研究計画（研究目標・研究方

法・研究期間・研究体制）は

妥当か 

《意見》 
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・ 自然を人工的に作りだすこ

とは可能であると考えるこ

とは極めて困難なので、人

工的自然の創出として考え

る方が好ましいと感じる。 

・ 生態園では1960年代の筑

後地域の人工的自然（二

次的自然）を再現するこ

とを目指しており、導入

する生物の遺伝的特徴に

も配慮しながら二次的自

然を創出していきたいと

考えています。 

・ 地域をどの程度まで広げる

のが良いかの検討が必要で

あるが、その指標となるも

のを文献等で検索し、適正

な領域の検討をしてほし

い。 

・ 近年の分子系統学の発展

により従来は同一種とさ

れた種でも複数の地域集

団に分かれる事例が見つ

かっており、最新の文献

等を参考にしながら研究

を進めていきます。 

【評価項目】 

独創性・新規性があるか 

《意見》 

・ 生態系の人工的開発として

は関心が深い。 

・ 生態園という斬新な取組を

成功に終わらせるために必

要な研究である。 

 

・ 遺伝子情報の調査手法は特

に新規性があるわけではな

い。 

・ 本研究では、ミナミメダ

カ、ニホンアマガエル、ヌ

マガイ、ミナミヌマエビ等

の複数の種を解析対象と

する予定であり、それぞれ

の種の地域的遺伝的特徴

を把握したうえで、種ごと

の移動能力の違いと遺伝

的特徴の関係性を明らか

にする点に新規性がある

と考えています。 

【評価項目】 

技術移転・活用の可能性が

あるか 

《意見》 

・ 他所でも自然復元事業の参

考になる。 

・ 将来のビデオトープ造成等

の自然再生活動に対する有

効な手段を提供できる。 
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【評価項目】 

県民の健康の保持又は環境

の保全に寄与できるか 

《意見》 

・ 教育効果など間接的にはな

るが県民のための環境保全

にとって必須である。 

 

・ ビオトープは一時期大きく

注目され、多くが造成され

たが、長期にわたり良好な

状態で維持されている例は

必ずしも多くない。遺伝的

攪乱を避けつつ環境保全を

図るという観点からは、ま

ずは人工的な生態園の造成

について慎重に検討すべき

余地があると考えられる。

また、屋外ワンヘルス体験

学習については、人工的に

再現した環境よりも、可能

であれば自然そのものに触

れる方が教育効果を高める

と考えられる。 

・ 生態園は県事業として進

められており、長期にわた

り遺伝的攪乱を避けつつ

環境保全を図るため、継続

的に遺伝子をモニタリン

グする予定となっており

ます。また、外来生物等が

侵入した場合には早期に

駆除する等、順応的管理を

行う予定となっています。

屋外ワンヘルス体験学習

については、さらに教育効

果を高められるよう、技術

的助言を行っていきたい

と思います。 

【評価項目】 

その他 

《意見》 

・ 人工的でない自然の機能と

構成を踏まえて人工的自然

の創出に望まれたい。 

 

 

 

・ 人工的でない自然の機能

と構成を念頭に研究を進

めていきます。 

・ ビオトープ造成を計画する

企業や行政に活用してもら

うためにはどのようなアプ

ローチを検討されているの

か。 

・ 本研究の成果を踏まえて

福岡県内におけるビオト

ープへの生物導入の指針

等としてまとめることを

考えています。 

・ 極めて長期的な視点に基づ

くテーマであるが、ネイチ

ャーポジティブ社会の実現

に向けた有効なステップと

なることが期待できる。 

 

・ 収集する遺伝マーカーの整

備と，地域個体群の遺伝的

特徴について迅速に判定す

る方法の確立が求められ

・ 対象種ごとの遺伝子マー

カーの整備が重要であり、

先行研究で使用されてい

る COI や Cytb、その他の

マーカーについて探索し
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る。 ていきたいと考えていま

す。 

河川工事による生物多様 

性への影響評価手法の開 

発 

R8-R10 

 

 

 

【評価項目】 

地域ニーズにあっているか 

《意見》 

・ 合っている。福岡県のみな

らず国としても重要な課題

である。 

・ 福岡県ワンヘルス推進の観

点から地域ニーズに合って

いる。 

 

【評価項目】 

緊急性があるか 

《意見》 

・ 次世代の人のためにも急ぐ

必要がある。 

・ 一度失われた自然は容易に

戻すことができないので、

緊急性はある。 

 

【評価項目】 

研究計画（研究目標・研究方

法・研究期間・研究体制）は

妥当か 

《意見》 

 

 

 

 

 

・ 生物が多様であることの是

非、生態系の中での存在生

物種の価値などを踏まえた

評価方法が望まれる。 

・ 本研究では生物多様性に

配慮した工法で河川工事

を行った場合の効果につ

いて、具体的なデータに

基づいた評価手法の確立

を目指しています。本研

究で得られる具体的な知

見や評価方法を基に、将

来的には、生物の種多様

性の是非や現存する生物

種の価値といった、より

高次で多角的な視点を取

り入れた評価手法の提案

へと発展させていきたい

と考えています。 

・ 2 年程度で魚類の回復が

あるのか懸念される。魚類

だけでなく、その餌となる

ものの回復を見る必要があ

・ 本研究で指標種の候補と

考えておりますカワムツ

につきましては、これま

での知見から配慮工法を
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るのではないか。 実施した場合には１年以

内である程度回復すると

考えています。その他の

魚類については、研究期

間内にどの程度回復する

かモニタリングし、適切

な指標種を選定したいと

考えています。 

・ 生息する魚類相等を鑑

み、餌となる生物（昆虫

類、植物プランクトン等）

についても分析し、評価

を試みたいと思います。

評価手法につきまして

は、環境 DNA 技術を用い

る等、検討していきたい

と思います。 

【評価項目】 

独創性・新規性があるか 

《意見》 

 

 

 

・ 工事前の自然の評価に新た

な工夫が求められる。 

・ 生物調査及び水質調査に

加え、河川構造の物理的な

特性や周辺地域の景観が

持つ生態的・社会的価値と

いった多様な情報を統合

的に評価する手法の検討

を進めていきます。これら

の要素を組み合わせるこ

とで、河川工事による影響

評価の精度を高められる

ものと考えています。 

・ 工事部局と連携して、工事

の事前・事後のデータをセ

ットにして比較できること

に新規性がある。 

・ 魚類の DNA 定量分析の結

果に基づいて資源量のデー

タを得ることにより、河川

工事が生物多様性に与える

影響を評価する点は新規性

がある。 

 

【評価項目】 

技術移転・活用の可能性が

あるか 
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《意見》 

・ 他所での自然復元事業の参

考になる。 

・ 河川工事が生物多様性に与

える影響について把握する

第一歩であり、他の地域に

おいても活用可能である。 

・ 自然に配慮した河川工事の

手引き等の作成につながる

可能性がある。 

【評価項目】 

県民の健康の保持又は環境

の保全に寄与できるか 

《意見》 

・ 環境の保持に欠かせない課

題である。 

・ 事業をとおして、環境に配

慮した河川工事が普及され

ていけば、環境保全の観点

から非常に有用である。 

 

・ 概ね寄与するものの、今回

は魚類に限られており、他

の生物も含めた幅広い視点

での生物多様性を検討すべ

きである。 

・ 本研究では、まず、既存の

データが豊富で調査手法

が確立されている魚類を

指標種として、検討するこ

ととしました。本研究で得

られる魚類を対象とした

評価手法の成果や知見を

基に、将来的には、両生類

や底生動物といった他の

生物群にまで対象を広げ、

より包括的な生物多様性

評価手法の確立を目指し

ていきたいと考えていま

す。 

【評価項目】 

その他 

《意見》 

 

 

 



24 

・ 生物多様性は生物の存在が

多様でなければならないと

いうことではなく、生物が

いないというのもあり得

る。ある地域における、ある

べき、あるいはあり得る生

態系についての基本コンセ

プトを評価方法に先立って

公表されると議論が進むと

思われる。 

・ 本研究では、生物多様性に

配慮した工法による効果

の測定とその評価手法の

確立を目的とし、その内容

を計画しました。しかし、

「あるべき姿」や「あり得

る生態系」といった基本コ

ンセプトが明確でなけれ

ば、その評価の意義や方向

性自体が不明確なものと

なります。そこで本研究で

は並行して、周辺地域の地

史的背景、生物地理学的特

性、現状の環境構造等を多

角的に分析し、研究対象河

川の目指すべき生物多様

性についての基本コンセ

プトを公表できるよう検

討を進めていきます。 

・ 分かりやすい生物多様性の

指標まで開発されると大変

役立つのではないかと思

う。 

・ 行政や民間団体等でも活

用可能な指標づくりにつ

なげることを視野に入れ

て研究を進めていきます。 

・ 河川の種類、規模などによ

って評価方法が異なる可能

性はあるのか。 

・ 河川規模が大きいほど魚

類種数は増加し、希少種の

分布は地域的な偏在があ

るので、河川の種類や規模

によって評価方法が異な

ると考えています。そのた

め本研究では種数に加え

て、普通種の現存量を評価

軸にした、一般性がある評

価方法の構築を試みます。 

・ 河川工事が生物多様性に与

える影響評価のマニュアル

化につながる第一歩とな

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 指標生物の選定と、環境

DNA とは別の手法で現地

の生物群集を評価する方法

の導入が望ましい。 

・ 本研究では環境DNA調査

に加え、電気式漁具やタモ

網採捕を併用した調査も

行う予定です。これらのデ

ータを用いることで、より
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適切な生物群集の評価や

指標種選定を進めていき

ます。 
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別表２ 令和６年度終了研究課題に対する委員会の意見とその対応 

（保健関係） 

課題名 研究期間 意見 保健環境研究所における対応 

がん登録情報等を利用

した福岡県のがん対策

に向けた課題の検討 

R4-R5 【評価項目】 

所期の研究目的を達成で

きたか 

《意見》 

・ 充分に目的を達成してい

る。 

・ 福岡県で死亡率の高い肝

がん、肺がん、子宮頸がん

について、調査統計資料；

先行研究の成果を整理

し、その要因と対策につ

いて検討を行った結果、

当初の目的を達成でき

た。 

 

【評価項目】 

独創性・新規性があるか 

《意見》 

・ 情報収集を含め新たな視

点を得ている。 

 

【評価項目】 

技術移転・活用できるか 

《意見》 

・ 情報の共有により応用の

道が広がりえる。 

 

【評価項目】 

県民の健康の保持又は環

境の保全に寄与するか 

《意見》 

・ 研究成果は医療現場にて

活用されることになり、

県民のみならず国民にと

って有用である。 

・ 主要な 3 部位のがんにつ

いて、課題が明らかにな

った。有効な対策につな

げていただき、県民の健

康促進に役立つことを期

待する。 

・ がん登録情報を NDB・

DPC と組み合わせるこ
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とによって県内のがんの

状況を地域ごとに明らか

にする可能性がある。 

・ 福岡県がん対策推進計画

検討のための基礎的資料

となったという観点から

は大きく寄与するもので

あると考えられる。 

【評価項目】 

科学技術的水準の高い成

果が得られたか 

《意見》 

・ 新たな情報の取得に成功

している。 

 

【評価項目】 

その他 

《意見》 

 

 

 

・ いずれのがんも受診率を

上げることが重要である

との結論であったので、

今後は県として受診率を

上げるための取組みにつ

いて検討して欲しい。 

・ 本研究により得られた知

見を踏まえ、受診率向上

に向けた県民へのアプロ

ーチを本庁担当課と共に

検討します。 

・ 成果の活用状況の記述内

容は研究期間に実施した

こと、検討したことであ

り、本研究の成果が具体

的に何に活用されたかに

ついての記述とは異なる

のではと感じた。 

・ 本研究の成果は、本庁担

当課にデータ提供を行

い、がん対策推進計画に

活用されています。 

・ がん登録情報は貴重なデ

ータベースであり、今後

とも多面的な活用が期待

される。 

・ がん登録情報と他の保健

医療データベースを組み

合わせた解析により、多

面的に活用できると考え

ています。 

・ 今後は得られた成果を県

民に積極的に発信し、が

ん検診の受診率向上、

HPV ワクチンの接種率

向上に繋げていただける

とありがたい。 

・ 本研究により得られた知

見を踏まえ、受診率及び

HPV ワクチン接種率の

向上に向けた県民へのア

プローチを本庁担当課と

共に検討します。 

次世代シークエンサー

を用いた原因不明感染

症等の起因病原体の探

R4-R6 

 

【評価項目】 

所期の研究目的を達成で

きたか 
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知強化 《意見》 

・ 種々の病原体について検

討し、十分な成果を得て

いる。 

【評価項目】 

独創性・新規性があるか 

《意見》 

・ 新たな知見により本分野

の進展に貢献している。 

 

【評価項目】 

技術移転・活用できるか 

《意見》 

・ 他所においても利用可能

性は高い。 

・ 不明感染症のうち 1 例検

出できたが、未だ不明感

染症が沢山存在すること

から、技術を活用するに

は更なる検討が必要であ

る。 

・ 本研究の成果は、近隣自

治体においても活用可能

であり、広域での利用が

望まれる。 

・ PCR で検出できない原因

不明感染症における病原

体の迅速かつ高精度な探

索に大いに活用できると

考えられる。 

 

【評価項目】 

県民の健康の保持又は環

境の保全に寄与するか 

《意見》 

・ 得られた成果は県民のみ

ならず、人類の健康保持

に極めて有効である。 

・ 高品質な病原体を同定で

きる検査体制の構築は、

県民の健康保持に大きく

貢献する。 

・ 原因不明感染症や新興感

染症に対する迅速な対応

および感染拡大抑制に大

きく貢献し、県民の健康
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保持に寄与すると期待で

きる。 

【評価項目】 

科学技術的水準の高い成

果が得られたか 

《意見》 

・ 極めて高い成果が得られ

ているので、さらなる展

開が望まれる。 

・ 数多くの研究成果報告が

なされている。 

 

【評価項目】 

その他 

《意見》 

 

 

 

・ 病原体の検出率の向上を

目指したと思われるが、

当初は何％で本研究によ

り何％に改善されたの

か。 

・ 現在、検査系を開発した

段階ですので、具体的な

向上した検出率のデータ

は持ち合わせておりませ

ん。今後、実際の検査に応

用し、具体的なデータを

取得していきたいと思い

ます。 

・ 本研究の成果を、他の地

域においても活用できる

よう積極的に PR される

ことを希望する。 

・ 九州内の地方衛生研究所

が集まる協議会で情報提

供を行い、希望する地方

衛生研究所には技術提供

を行っております。今後

も積極的に PR 活動を行

う予定です。 

・ 原因不明感染症や新興感

染症の出現に備えて、本

研究成果をいつでも活用

できるよう、維持費用の

ための予算をご配慮いた

だけるとありがたい 

 

油症患者の体内に残留

するダイオキシン類等

の実態把握と代謝機構

の解析 

R4-R6 

 

【評価項目】 

所期の研究目的を達成で

きたか 

《意見》 

・ 多数のデータを取得し目

的を達成している。 
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【評価項目】 

独創性・新規性があるか 

《意見》 

・ PCB 異性体についても

新たな成果を取得してい

る。 

 

【評価項目】 

技術移転・活用できるか 

《意見》 

・ 他事例にも適用可能な思

考方法を取っている。 

 

【評価項目】 

県民の健康の保持又は環

境の保全に寄与するか 

《意見》 

・ 県民に安心感を与えるこ

とに成功している。 

・ PCB 代謝経路が解明でき

たことは代謝による体内

から排除される道筋があ

ることを示すものであ

り、PCB 認定及び未認定

患者にとって朗報であ

る。 

・ 本研究で確立したダイオ

キシン類の測定方法は広

く暴露調査に適用可能で

あり、県民の健康維持に

寄与できる。 

 

【評価項目】 

科学技術的水準の高い成

果が得られたか 

《意見》 

・ さらなる検討で油症に関

わる知識データの完成を

目指していただきたい。 

・ 数多くの研究成果報告が

なされている。 

・ 他機関から補助金を得て

いることや学会での発表

件数も多いことから、学

術的意義のある成果が得

られていると考えられ
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る。 

【評価項目】 

その他 

《意見》 

 

 

 

・ 人材育成環境を整え、研

究を発展させ、代謝を促

す方法を見つけて欲し

い。 

・ 油症原因物質の排泄促進

は患者の根本的な治療に

繋がるもので、技術継承

を図りながら研究を推進

していきます。 

・ 国内検査機関との精度管

理による分析値の信頼性

確保の実現は「令和 4 年

度に 2 名、5 年度に 4 名

及び 6 年度に 4名の計 10 

名が新たに患者認定を受

けた」が対応しているの

か。 

・ 精度管理を含めた分析値

の信頼性確保の取り組み

によって、血液中ダイオ

キシン類測定の精確性が

担保され、その結果、科学

的な根拠に基づく適正な

患者認定に繋がったと考

えています。 

・ ダイオキシン類による油

症問題は、福岡県が優先

的に取り組むべきテーマ

であり、本研究もその趣

旨に沿って高い成果を挙

げる事ができた。 

・ 油症に関連する研究は福

岡県が取り組むべき課題

であり、本研究はその責

務を果たした重要な成果

と言える。今後も本研究

成果を活用し、不安を抱

える患者さんたちに寄り

添った取り組みを継続し

ていただくことを切望す

る。 
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（環境関係） 

課題名 研究期間 意見 保健環境研究所における対応 

大気中ベンゾトリアゾ

ール系紫外線吸収剤の

分析法開発と汚染状況

の把握 

R4-R6 【評価項目】 

所期の研究目的を達成で

きたか 

《意見》 

・ サンプリング法をはじめ

多くの成果を得ている。 

・ 人体や環境への悪影響が

懸念される BUVs の分析

法を確立し、大気中の汚

染状況調査を行った。 

 

【評価項目】 

独創性・新規性があるか 

《意見》 

・ サンプリング法や同時分

析法に新規性が見られ

る。 

・ 有効なサンプリング法、

多成分同時分析法の開発

を達成した。 

 

【評価項目】 

技術移転・活用できるか 

《意見》 

・ 研究における思考過程は

他所でも適用可能であ

る。 

・ 大気中の汚染状況をモニ

タリングできるようにな

った。 

 

【評価項目】 

県民の健康の保持又は環

境の保全に寄与するか 

《意見》 

・ 間接的ではあるが県民の

健康保持に有用である。 

・ モニタリング結果を環境

保全につなげる戦略の構

築をお願いする。 

・ 本研究の成果を踏まえ、

サンプリング地点を拡大

することにより県民の健

康に資する基礎データの
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提供が可能となる。 

【評価項目】 

科学技術的水準の高い成

果が得られたか 

《意見》 

・ 独創性、新規性により新

たなレベルに到達してい

る。 

・ サンプリング法及び分析

法が確立していなかった

大気中の BUVs につい

て、分析法を開発し、実際

に汚染状況を調査するに

至っており、極めて高い

成果と言える。 

 

【評価項目】 

その他 

《意見》 

 

 

 

・ 今後新たな有害物質が環

境中に放出される可能性

があると予想され、それ

ら一つ一つに独自の方法

を開発することは労力を

要するため、ある程度網

羅できる手法の確立をし

て欲しい。 

・ 本研究で開発した分析方

法により測定可能な物質

を増やし、BUVsについて

は可能な限り網羅的に分

析出来るよう今後も研究

を続けます。 

・ 成果の活用状況におい

て、「自治体等でも導入が

容易であり、国における

測定マニュアル等作成の

参考方法として提供でき

るものである」とあるが、

実際にどこかの自治体が

導入された事例はあるの

か。 

・ 共同研究をしている国立

環境研究所を通じて、国

に本分析方法の情報提供

をしていますが、現在ま

でに導入された自治体は

ありません。 

・ BUVs は全国的に汎用さ

れる薬剤であり、本研究

の成果を活用し、全国的

規模での汚染状況把握と

早急な対策立案が望まれ

る。 

・ 新規研究課題「屋内環境

中ベンゾトリアゾール系

紫外線吸収剤の分析法開

発と汚染実態解明」です
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でに研究が継続されてお

り大変素晴らしいと思

う。 

生物応答試験と網羅分

析の迅速化による化学

物質スクリーニング法

の開発 

R4-R6 【評価項目】 

所期の研究目的を達成で

きたか 

《意見》 

・ 多項目に関し十分に達成

している。 

・ 藻類遅延発光を利用した

毒性スクリーニング手法

の開発によって結果判定

を最短 30 分に短縮し、ま

た新たに開発した小型培

養装置の併用によるオン

サイトでの水質評価手法

を確立した。 

 

【評価項目】 

独創性・新規性があるか 

《意見》 

・ 新たな分析方法の確立に

成功している。 

 

【評価項目】 

技術移転・活用できるか 

《意見》 

・ 研究コンセプトは他所で

も応用可能である。 

・ 実際に技術移転につなが

っている。 

・ 機器分析に使用するキャ

リアガス問題の解決に資

する点を評価するが、生

物試験との組み合わせ固

化についての具体的な結

果が示されていないた

め、活用できるか判断で

きない。 

・ すでに北九州市立大学の

教員・学生に対し、藻類生

長阻害試験の研修を実施

して技術移転を行ってお

り、極めて有効に活用で

きている。 
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【評価項目】 

県民の健康の保持又は環

境の保全に寄与するか 

《意見》 

・ 県民のみならず人類のた

めの安全環境の確保に貢

献している。 

・ 機器分析では把握困難だ

った化学物質による複合

的影響を評価できる。 

 

【評価項目】 

科学技術的水準の高い成

果が得られたか 

《意見》 

・ 水質評価方法の技術水準

の向上に大きく貢献して

いる。 

 

【評価項目】 

その他 

《意見》 

 

 

 

・ 成果の活用状況では、大

学での研修のみだが、こ

のような分析手法を求め

ている関係者は多いと思

われるので、研究成果が

活用される機会を作って

いただきたい。 

・ 国立環境研究所と地方環

境研究所の共同研究（Ⅱ

型共同研究など）を通じ

て研究成果の紹介や技術

移転を図っていきます。 

・ 生物応答試験と機器分析

の併用によって化学物質

の複合的影響を把握でき

るようになった効果は大

きい。 

 

堆積物微生物燃料電池

を用いた閉鎖性水域の

底質改善に関する研究 

R4-R6 【評価項目】 

所期の研究目的を達成で

きたか 

《意見》 

・ 外部電源への依存 0 まで

かなり近づいている。 

・ 底質の改善効果について

は溶存窒素濃度の減少の

みであり、根本的に改善

が必要な底質中の有機物

やその中の窒素成分の減
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少について調査がなされ

ておらず、底質改善に効

果があったと言い難い。 

【評価項目】 

独創性・新規性があるか 

《意見》 

・ 実践方法においてかなり

工夫されている。 

・ SMFC の利用によって、

外部電力に頼ることな

く、低コスト・低環境負荷

で閉鎖性水域の栄養塩溶

出抑制に道を開いた。 

・ 外部電源を一切用いず、

SMFC から得られる電

力のみで自律的に作動す

る間欠ばっ気システムを

開発した点は極めて独創

性が高い。 

 

【評価項目】 

技術移転・活用できるか 

《意見》 

・ 他所での応用は広範にわ

たる。 

・ 実験スケールが小さいの

で、実用化へのハードル

は高い。 

・ 本研究で開発した間欠ば

っ気システムは、SMFC 

の底質改善効果を補強

し、淡水環境における効

果をさらに高めることが

期待される。 

・ すでに特許も取得してい

て、今後の技術移転と活

用が極めて有効に進むこ

とが期待できる。 

 

【評価項目】 

県民の健康の保持又は環

境の保全に寄与するか 

《意見》 

・ さらなる検討により環境

保全への貢献は一層高ま
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る。 

・ 環境完全につながること

が期待される。早期の社

会実装を期待する。 

【評価項目】 

科学技術的水準の高い成

果が得られたか 

《意見》 

・ 研究の完成までに必要な

成果がかなり得られてい

る。 

・ 数多くの研究成果報告が

なされている。 

 

【評価項目】 

その他 

《意見》 

 

 

 

・ 間欠ばっ気の底質改善効

果の定量化を図っていた

だきたい。 

・ 統計的手法を用いて、処

理の違い（SMFC+間欠ば

っ気、SMFC のみ等）によ

る結果の差を定量的に明

らかにしていきます。 

・ 今回は小規模実験のよう

だが、実際の湖沼でのフ

ィールド実験を行い、そ

の効果を検討していただ

きたい。 

・ コストと効果のバランス

等の検討を小規模で実施

後、フィールド実験も検

討したいと思います。 

・ 本研究の成果を活用する

全国的な展開によって、

さらに大きな効果を期待

できる。 

・ 本研究で得られた特許の

実用化・技術導入をぜひ

推進していただきたい。

今後の特許の維持費用も

確保していただけるとあ

りがたい。 

 

ワンヘルス・アプロー

チに向けた生態系把握

への環境DNAの適用に

関する研究 

R4-R6 【評価項目】 

所期の研究目的を達成で

きたか 

《意見》 

・ 妥当な研究の方向性をも

とに目的を達成してい

る。 
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・ 環境 DNA の活用によっ

て、環境保護や環境・人・

動物の良い関係づくりを

数値化して評価できる可

能性に到達した。 

【評価項目】 

独創性・新規性があるか 

《意見》 

・ 多くの点で新規性のある

成果を得ている。 

・ 河川の魚類相及び微生物

群集構造の違いを「みえ

る化」を達成された点が

特に素晴らしいと思う。 

・ 河川水を用いて水生生物

のみならず鳥類や哺乳類

の生息状況を把握しよう

とする点に独創性がある

と思う。 

 

【評価項目】 

技術移転・活用できるか 

《意見》 

・ 他所での利活用は大いに

可能である。 

・ 河川に生息している魚類

と異なり、河川利用頻度

が少ない鳥類や哺乳類へ

の転用に至るには工夫が

必要であり、今後の研究

に期待するところが大き

い。 

 

【評価項目】 

県民の健康の保持又は環

境の保全に寄与するか 

《意見》 

・ 間接的ながら環境保全に

有用である。 

・ 一部の検体から、感染症

の宿主となる野生動物の

環境 DNA が検出された。

今後、研究方法の改善に

よって人と動物の共通感

染症対策に発展する可能

性がある。 
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【評価項目】 

科学技術的水準の高い成

果が得られたか 

《意見》 

・ かなり高い成果が得られ

ている。 

 

【評価項目】 

その他 

《意見》 

 

 

 

・ プライマーの開発をはじ

め、試料の採取方法につ

いても完成を目指してい

ただきたい。 

・ 令和 7 年度から実施して

いる研究課題の中で人獣

共通感染症の宿主となり

得る種など特定の種を標

的とし、高感度に検出で

きるプライマー及びプロ

ーブの開発を進めていま

す。また、学会参加や最新

論文から情報を収集し、

陸生動物の環境 DNA 試

料の採取方法確立にも取

り組んでいます。 

・ 成果の活用状況における

記述は、活用の可能性に

ついて説明していると見

受けました。実際に成果

が活用されている事例が

出ることを期待する。 

・ 環境 DNA に関するデー

タベースの整備はワンヘ

ルス・コンセプトの実現

に貢献すると考える。 

 

・ 本研究のスクリーニング

技術を鳥類、哺乳類、魚

類、微生物に広く応用で

きるよう研究を継続し、

近年増加している野生動

物由来の人獣共通感染症

の対策にぜひ活用してい

ただきたい。 

・ 令和 7 年度からの課題で

は主に陸生の哺乳類を標

的として環境 DNA を活

用した調査方法の確立を

目指しています。しかし、

環境媒体は多種多様であ

り、標的とする分類群も

数多く存在します。調査

方法を一つずつ確立し、

人獣共通感染症をはじめ

としたワンヘルスの推進

に寄与できるよう研究を

進めていきます。 
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別表３ 令和７年度継続研究課題（中間年）に対する委員会の意見とその対応 

（保健関係） 

課題名 研究期間 意見 保健環境研究所における対応 

保健医療介護縦断デー

タベースの解析手法に

関する基礎的研究 

R3-R8 【評価項目】 

成果が得られているか 

《意見》 

・ 研究における試行錯誤は

避けられないものであ

る。それに対処する努力

は評価できる。 

 

・ 解析前に予想していたよ

うな結果が得られなかっ

たとのことでだが、なぜ

そのようになったのかに

ついて、分かるようであ

れば、報告書で言及して

いただきたい。 

・ 解析前の予想と異なる結

果となった要因につい

て、考えられる理由を整

理し、終了報告書におい

て記載します。 

・ 保健医療データベースと

地理情報システムの連携

によって、個人要因と環

境要因が疾患の発症・予

後に与える影響があきら

かになりつつある。 

 

【評価項目】 

目的達成のために研究方

法の改善が必要か 

《意見》 

・ 県外の専門家にコメント

を得ることも考えられ

る。 

・ 基礎研究であるので、試

行錯誤の連続ではないか

と推察する。病気の要因

は多様であり、成果を急

がず地道に研究を続けて

欲しい。 

・ 解析前に予想していたよ

うな結果が得られなかっ

たため、追加の解析案の

検討を行うとのことであ

り、今後の改善を期待す

る。 

 

【評価項目】 

その他 
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《意見》 

・ 保健医療データベースの

更なる活用により、より

深度を深めた研究に発展

することを期待する。 

ビッグデータを活用し

たコロナ禍における受

療動向に関する研究 

R6-R8 【評価項目】 

成果が得られているか 

《意見》 

・ 基礎データの取得進行に

課題がある。 

・ 疾患の発症・予後につい

て、ビッグデータを活用

し個人要因と環境要因の

影響が明らかになりつつ

ある。 

 

【評価項目】 

目的達成のために研究方

法の改善が必要か 

《意見》 

 

 

 

 

・ データ取得の手続きな

ど、研究展開の時間管理

を工夫する必要がある。 

・ データ取得について、当

初の予定期間を大幅に超

えたため、県庁関係課等

との事前協議を行うな

ど、今後はスムーズに研

究が展開できるよう時間

管理に努めます。 

・ データの入手が可能とな

ったので、計画に沿って

進めて欲しいが、計画に

固執せず、計画の変更な

ど柔軟に対応して欲し

い。 

・ データ取得までに時間を

要したため、研究期間を

延長して実施する予定で

す。 

【評価項目】 

その他 

《意見》 

・ 同意に時間がかかってい

るようだが、今後の成果

が出ることを期待する。 

・ ビッグデータは豊富な情

報源であり、今後とも活

用を深めて頂きたい。 
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細菌ゲノミクスを基礎

とした病原体サーベイ

ランスへの応用に向け

た研究 

R6-R8 【評価項目】 

成果が得られているか 

《意見》 

・ 試行錯誤の回数を減らす

ために研究の全体像を描

き、時間軸を設定して検

討する必要があろう。 

・ ゲノム解析技術の構築に

よって、一部の薬剤耐性

菌や人獣共通病原体の特

徴が明らかになりつつあ

る。 

 

【評価項目】 

目的達成のために研究方

法の改善が必要か 

《意見》 

・ 研究の進展における課題

は認識されているので、

常に俯瞰的にチェックす

ることが望まれる。 

 

・ 人材が不足する状況であ

るとの事なので、対象細

菌を絞って地道に進めた

方が良いのではと思う。 

・ 本研究において用いるゲ

ノム解析手法およびバイ

オインフォマティクス

（BI）技術は、特定の細菌

種に固有のものではな

く、多くの場合、菌種を問

わず汎用的に適用可能な

ものです。したがって、対

象菌種を限定すること

が、BI 技術を習得してい

る人材の不足という課題

の解消に直結するもので

はありません。 

また、複数菌種を対象と

することにより、解析手

法の汎用性や応用力が高

まり、地方衛生研究所と

してのゲノム解析基盤の

整備という本研究の目的

にも合致するものと考え

ます。 

さらに、本研究は複数名

の体制で実施しており、

菌種や解析内容に応じて

役割分担を行いながら地

道に進めていることか
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ら、過度な負担が生じる

状況ではありません。 

以上より、現時点で対象

菌種を絞る必要性は低い

と考えています。 

【評価項目】 

その他 

《意見》 

 

 

・ バイオインフォマティク

ス専門家が少数とのこと

だが、BI 技術者認定試験

に合格するレベルの人材

が今回のプロジェクトで

は必要になるのか。 

・ 本研究の遂行にあたり、

BI技術者認定試験に合格

する水準の人材を必須と

するものではありませ

ん。今回の BI 基礎研修受

講は、研究を円滑に遂行

するための基盤的能力の

強化を目的としたもので

す。あわせて、BI 技術を

習得した人材の育成は、

地方衛生研究所に求めら

れるゲノム解析体制の整

備に資するものであり、

重要であると考えていま

す。 

・ 本研究は改正感染症法に

基づく地方衛生研究所の

機能強化に資する。 
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（環境関係） 

課題名 研究期間 意見 保健環境研究所における対応 

大気シミュレーション

モデルによる大気汚染

対策効果の評価に関す

る研究 

R3-R8 【評価項目】 

成果が得られているか 

《意見》 

・ 国立環境研究所との共同

研究により、人材と財源

の確保ができ、十分な成

果が得られているものと

推察する。今後も共同研

究の機会を絶やさず、持

続的に研究ができる体制

を維持して欲しい。 

・ 光化学オキシダント濃度

の計算誤差を予測する AI 

技術の開発によって、高

濃度オキシダント的中率

は 41％から 87％までに改

善された。 

 

【評価項目】 

目的達成のために研究方

法の改善が必要か 

《意見》 

・ 特になし 

 

【評価項目】 

その他 

《意見》 

・ 高濃度オキシダント、

PM2.5 の的中率がさらに

向上することを期待しま

す。 

・ 国立環境研究所との共同

開発によるシミュレーシ

ョ ン支 援シ ステム”

APOLLO”による詳細な

感度解析は大気汚染対策

効果の評価に強力な武器

となる。 
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浸出水等に含まれる

POPs等の分析法の構

築 

R6-R8 【評価項目】 

成果が得られているか 

《意見》 

・ 公定法化に向けて尽力し

ていただきたい。 

・ 計画に沿って着実に進め

られ、最終年度までに目

的を達成されること期待

をする。 

・ 公定法が確立されていな

い処分場浸出水に含まれ

る POPs について、汎用的

な分析法を開発中であ

る。 

 

【評価項目】 

目的達成のために研究方

法の改善が必要か 

《意見》 

 

 

 

 

・ PFAS 34 成分すべてを網

羅できる手法の開発は現

実的に可能なのか。いく

つかのグループに分ける

ことも必要ではないか。 

・ 今回の分析法は、国際標

準規格 ISO21675 に準拠

した方法であり、34 成分

の同時分析が可能である

ことを確認しています。 

【評価項目】 

その他 

《意見》 

 

 

 

・ 測定対象物質の回収率向

上に向けて、研究方法か

らも見直すことが必要に

なるかもしれない。 

・ 今回の研究では濃縮操作

を少なくすることで、過

去の文献に比べ回収率は

かなり向上しました。し

かし、操作が複雑なこと

から更なる改良ができた

らと考えています。 

・ 現在の回収率及び目標と

する回収率を教えていた

だきたい。 

・ 現在の測定対象物質の回

収率は 50～125%であり、

目標回収率は、ダイオキ

シン類分析の公定法を参

考に 50～120%としてい

ます。すべての測定対象

物質で目標とする回収率

になるように改善しま

す。 

・ POPs の供給は規制によ

り制限されているが、過

・ 本研究では、POPs の中で

も PFAS 類に着目し、廃
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去に使用された POPs は

廃棄物処分場に埋め立て

られており、浸出水の汚

染が懸念される。 

棄物処分場浸出水中の

PFAS 類の排出実態を調

査いたします。 

福岡県における侵略的

外来水生植物の防除に

係る研究 

R6-R8 【評価項目】 

成果が得られているか 

《意見》 

 

 

 

・ アプリ活用により、情報

提供を促す方法は面白い

が、それを一般市民の行

動につなげる方法につい

ても検討して欲しい。 

・ アプリを活用した分布情

報の収集については、一

般市民にどれだけ参加し

てもらえるか、また継続

的に情報提供を受けられ

るかが重要と考えていま

す。これらの方策につい

ては、自然環境課と協議

しながら検討を進めてい

きます。 

・ 県内におけるオオカワヂ

シャ、ナガエツルノゲイ

トウの生育状況を確認し

た。オオカワヂシャの生

活史特性の把握に関する

調査の結果、4～6 月に開

花・結実し、その後地上部

が枯死することを確認し

た。 

 

【評価項目】 

目的達成のために研究方

法の改善が必要か 

《意見》 

・ 県民からの分布情報収集

のため、スマートフォン

の植物判別アプリ利用を

行う。生育状況及び生活

史特性の把握を継続し、

生物季節に応じたオオカ

ワヂシャの防除を試行し

た。 

 

 

 

 

 

【評価項目】 

その他 

《意見》 
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・ ドローンによる写真撮影

や試料採取など、効率的

な情報収集のための工夫

がいるように思える。 

・ ドローンによる広域分布

調査については、実証研

究が進められているもの

の、種同定における技術

的課題やデータ解析に多

大な時間を要するなど、

現時点では十分に活用が

進んでいない状況です。

一方で、植物同定アプリ

を活用した市民科学によ

る情報収集は、世界的に

主流となりつつありま

す。そこで本研究では、

アプリを用いた効率的な

分布情報の収集方法につ

いて検討したいと考えて

います。 

・ 令和 6 年度に計画した内

容は十分に達成されてい

ないと推察している。今

後の進展を期待する。 

・ オオカワヂシャの調査地

が大雨の影響を受けたた

め、予備的に実施してい

た防除試験を完了できま

せんでしたが、当初計画

していた内容は概ね達成

できたと考えています。

野外調査は天候に左右さ

れる部分もありますが、

着実に研究成果を上げら

れるよう努めていきま

す。 

・ 県内の広域にわたる研究

であり、県民の協力が不

可欠と考える。 

・ 県内の広域にわたる分布

情報の収集には、県民の

協力が不可欠です。その

方法の一つとして、植物

同定アプリを活用した情

報収集が有効であると考

えており、自然環境課と

協議しながら進めていき

たいと考えています。 

・ 同定アプリについては、

特定したい植物種が絞れ

ている場合には、ディー

プラーニングツールを利

用することで、判別制度

を高めることも可能と思

う。余力があれば是非挑

戦していただきたい。 

・ 令和 7 年度に実施した詳

細な同定アプリの比較検

証により、極めて高い同

定精度を確認することが

できました。今後は、そ

の活用方法について自然

環境課と協議しながら検

討を進めていきたいと考

えています。 
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別表４ 保健環境研究所の研究分野に対する委員会の意見とその対応 

 

分 野 意見 保健環境研究所における対応 

保 

健 

関 

係 

感染症の発生拡大防止及び食

品の安全性確保に関する研究 

・ 県民のみならず、多く

の人々の安全と健康に

深く関連するテーマで

あり、他の研究機関や

自治体とも密接な連携

を保ち、迅速な対応が

不可欠と考える。 

・ 今後も他の研究機関や自

治体と連携し、感染症や

食品の安全に関する課題

に取り組み、健康被害等

発生時の迅速な対応に繋

がるように努めます。 

・ 終了課題の「次世代シ

ークエンサーを用いた

原因不明感染症等の起

因病原体の探知強化に

向けた研究」は、新興感

染症に対する迅速な対

応および感染拡大抑制

に大きく貢献し、県民

の健康保持に寄与する

と期待できる。課題終

了後も体制維持のため

の予算を確保していた

だきたい。 

・ 継続課題の「細菌ゲノ

ミクスを基礎とした病

原体サーベイランスへ

の応用に向けた研究」

は、これまでに十分な

成果が上がっており、

さらなる進展を期待す

る。 

・ 概ね順調に研究が推移

していると思われる。 
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ダイオキシン類、有害化学物

質による健康被害の防止とそ

の対策に関する研究 

・ 福岡県が優先的に取り

組むべきテーマの一つ

であり、今回油症次世

代を対象とする研究課

題が設定されたことは

高く評価できる。油症

に関するこれまでの当

研究所の取り組み姿勢

は他の事例についても

おおいに参考にされる

べきと考える。 

・ 新規課題の「質量スペ

クトルの類似性に基づ

く違法薬物解析ツール

の開発」は、県内の危険

ドラッグに係る犯罪が

増加する中で、多様化

する薬物の種類に応じ

た分析体制の強化のた

め開発は急務といえ

る。成果に期待したい。 

・ 新規課題の「食事を通

じて人が摂取する有機

リン酸エステル系難燃

剤量の推定」は、OPFRs 

の測定方法を独自に確

立しており、日本で唯

一測定が可能という点

で新規性が極めて高

い。 

・ 終了課題の「油症患者

の体内に残留するダイ

オキシン類等の実態把

握と代謝機構の解析」

は、福岡県が積極的に

取り組むべき課題であ

り、本研究では重要な

成果が上がったと言え

る。今後も成果を活用

し、不安を抱える患者

さんたちに寄り添った

取り組みを継続してい

ただきたい。 

・ 概ね順調に研究が推移

していると思われる。 
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地域保健情報の解析、評価及

び活用に関する研究 

・ 個人を特定できない個

人情報の利用が容易に

できるように制度的制

約の抑制をお願いした

い。 

・ 個人を特定できない個人

情報の利用については、

当所に制度的制約の抑制

を行う権限はなく、我々

も法律等に基づき、所定

の手続きを経て、個人を

特定できない個人情報を

利用しています。 

・ 地域保健情報は極めて

貴重かつ有力なデータ

ベースであり、これの

有効な活用方法を開発

することにより大きな

成果が期待できる。 

・ 終了課題の「がん登録

情報等を利用した福岡

県のがん対策に向けた

課題の検討」は、本研究

成果が福岡県がん対策

推進計画検討のための

基礎的資料となったと

いう点で高く評価でき

る。 

・ 継続課題の「保健医療

介護縦断データベース

の解析手法に関する基

礎的研究」は、追加の解

析案の検討を行うとの

ことであり、今後の改

善を期待する。 

・ 継続課題の「ビッグデ

ータを活用したコロナ

禍における受療動向に

関する研究」は、これま

でに十分な成果が上が

っており、さらなる進

展を期待する。 

・ 概ね順調に研究が推移

していると思われる。 

 



51 

 

環 

境 

関 

係 

ダイオキシン類、有害化学物

質による環境汚染の防止とそ

の対策に関する研究 

・ PCB をはじめとする物

質群において、発生か

ら健康被害の終焉を迎

えるまでのシステム化

された報告書の完成を

期待している。 

・ 有害物質と人類の戦い

はまさにイタチごっこ

であり、一寸たりとも

気の抜けない長期戦で

ある。これに携われる

研究者には改めて敬意

を表する。 

・ 終了課題の「大気中ベ

ンゾトリアゾール系紫

外線吸収剤の分析法開

発と汚染状況の把握」

は、サンプリング法及

び分析法が確立してい

な か っ た 大 気 中 の

BUVs について、分析

法を新規に開発し、こ

の方法を利用して汚染

状況を調査するに至っ

ており、極めて高い成

果と言える。 

・ 概ね順調に研究が推移

していると思われる。 

 

大気環境の保全に関する研究 ・ 大気環境の「保全」の時

代を経て、熱中症対策

では大気環境の「適正

化」に入りつつある。大

気環境の「適正化」で

は、人間と自然との関

係性という視点で、人

間研究も必要になって

きたと感じる。 

・ 現在、環境基準は一定程

度達成しており、大気環

境は改善しています。一

方で温暖化は進行してお

り、熱中症対策ではそれ

ぞれの人間が年齢や行動

等の特性に合わせて環境

を整える「適正化」が必要

です。WBGT（暑さ指数）

に関する研究や現在実施

している大気シミュレー

ションモデルの研究にお

いて、情報提供による注

意喚起だけでなく、予防

行動の促進方法などのよ

うな人間研究についても

検討します。 



52 

・ 九州地域の大気汚染の

一因が中国大陸から飛

来するものであること

が実証されており、い

ずれ外交的な解決策を

模索する必要があると

推察する。 

・ 新規課題の「福岡県内

の WBGT(暑さ指数)分

布特性に基づく熱中症

対策支援方法の開発」

は、今後ますます熱中

症のリスクは増大する

とされており、極めて

緊急性が高い研究であ

り、成果を期待したい。 

・ 同じく新規課題の「大

気拡散モデルを用いた

酸化エチレン発生源対

策効果の推計」は、モデ

ル計算の検証が第一で

あるが、今後はその成

果を活用して各発生源

に対する低減に向けた

助言に寄与することを

期待する。 

・ 継続課題の「大気シミ

ュレーションモデルに

よる大気汚染物質対策

効果の評価に関する研

究」では、これまでに十

分な成果が上がってお

り、さらなる進展を期

待する。 

・ 概ね順調に研究が推移

していると思われる。 

 

水環境の保全に関する研究 ・ 水質が、汚染の抑制か

ら生態系や水産業にと

っての最適化へと展開

してきている。生物燃

料電池としての環境利

用において、ギブズの

自由エネルギー等を活

用し、環境におけるエ

ネルギーの分布につい

ても情報を集めていた

だけるといいと思う。 

・ 環境基準点としての水域

COD 等のデータは入手可

能ですが、実際に SMFC

を設置することを想定す

る小規模なため池などで

は、十分なデータが存在

しません。そのため、フィ

ールド実験を行う際に

は、対象水域の水質およ

び底質の事前調査を実施

して、設置の妥当性を評
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 価する必要があります。 

・ 近年、過去の実績をは

るかに凌駕する大規模

災害が頻発しており、

これに対処する為のイ

ンフラ設備の増強が不

可欠と考える。これと

並行して、災害発生時

における有害物質の汚

染について実態の解明

と、対応策の確立は緊

急を要する。 

・ 終了課題の「生物応答

試験と網羅分析の迅速

化による化学物質スク

リーニング法の開発」

は、当初の研究目標に

到達しただけでなく、

すでに北九州市立大学

の教員・学生に対し、藻

類生長阻害試験の研修

を実施して技術移転を

行っており、極めて有

効に活用できている。 

・ 同じく終了課題の「堆

積物微生物燃料電池を

用いた閉鎖性水域の底

質改善に関する研究」

は、独創性が高く、すで

に特許も取得してい

て、今後の技術移転と

活用が極めて有効に進

むことが期待できる。 

 

・ 同じく終了課題の「ワ

ンヘルス・アプローチ

に向けた生態系把握へ

の環境 DNA の適用に

関する研究」は、確立し

た技術を応用できる生

物の幅を広げるように

研究を継続し、将来は

人獣共通感染症の対策

にぜひ活用していただ

きたい。 

・ 本終了課題の研究を継続

するかたちで令和 7 年度

から「陸生哺乳類の分布

把握への環境DNA技術の

適用に関する研究」を進

めています。特に、ヒトに

近い環境に生息している

哺乳類を標的とした環境

DNA 技術の確立は人獣共

通感染症対策に役立つも

のと考えています。 

・ 概ね順調に研究が推移

していると思われる。 
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廃棄物の適正処理と有効利用

に関する研究 

・ 今期は分析方法の検討

が研究の主体になって

いる。新規課題設定に

おいては、システム的

な発想を駆使していた

だきたい。 

・ 廃棄物処分場における

POPsの分析方法の検討に

加え、POPs の管理、処理

及び排出制御を視野に入

れた新規研究課題の設定

についても検討を進めて

いきます。 

・ 廃棄物の適正処理と有

効活用は、今後人類が

持続可能な社会を維持

する為の不可欠な対策

であり、これまでの方

針を堅持し、更なる成

果を達成されることを

期待する。 

・ 新規課題の「汎用分析

装置及びヘリウム代替

ガスを用いた残留性有

機汚染物質(POPs)分析

法の開発」は、現状に則

した緊急性の高い研究

課題であり、持続的か

つ費用対効果の高い環

境モニタリング体制の

構築により環境汚染の

未然防止に寄与するこ

とを期待する。 

・ 継続課題の「浸出水等

に含まれる POPs 等の

分析法の構築」は、これ

までに十分な成果が上

がっており、さらなる

進展を期待する。 

・ 概ね順調に研究が推移

していると思われる。 

 

自然環境と生物多様性の保全

に関する研究 

・ 課題設定にて人の手つ

かずの自然と人工自然

を区分できる思考方法

のもとで、生態系が食

物連鎖系であることを

認識し、歴史的・地理学

的・生物学的に見て存

在すべき生物ができる

限り多く存在するよう

にするという考え方が

必要と思われる。単に

生物ができるだけ多様

・ 人の手つかずの自然（原

生的自然）と人工自然（二

次的自然）についてはい

ずれも生物多様性保全上

重要な自然環境であり、

その違いを認識した上

で、分子生物学、分類学、

生態学、生物地理学等に

基づく科学的知見を統合

し、生物多様性の定義の

もと、単に種数ではなく、

その地域に本来あるべき
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に存在することは目標

にならないと考える。 

生態系や種組成の再生を

目標にしていきます。 

・ きわめて広範かつ困難

な研究テーマであり、

研究の進捗には大きな

困難が予想されるが、

環境 DNA などの新規

な手法を活用し、長期

的な視点に立ってワン

ヘルスの実現に向けて

前進されることを期待

する。 

 

・ 新規課題の「生態園へ

の生物導入に向けた地

域別遺伝的特徴の把

握」は、まずは人工的な

生態園そのものの必要

性や造成の是非につい

て慎重に検討すべきで

あると考える。その上

で、本研究課題を継続

すべきか再検討いただ

けると幸いである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 生態園は、ワンヘルスセ

ンター敷地内の「屋外ワ

ンヘルス学習・研究ゾー

ン」として、令和 9 年度中

の供用開始を目指し、現

在整備を進めている施設

です。生態園は、1960 年

代の筑後地域の二次的自

然を再現することを企図

しており、環境教育の場

としての活用に加え、失

われつつある地域固有の

生態系保全に貢献するこ

とを目的としています。 

人工的な生態園の造成に

は慎重な検討が不可欠で

あると認識しています

が、現在、生物多様性国家

戦略においても指摘され

ている通り、二次的自然

の劣化は生物多様性を損

なう主要な要因の一つと

なっています。このため、

各地でビオトープなどを

用いた二次的自然の再生

が進められていますが、

その多くは明確な生物導

入の指針を持たないまま

進められることがあり、

結果として無秩序な生物

導入による遺伝子攪乱な

どを招き、かえって地域

の生物多様性を損なう可

能性が危惧されます。 

このような現状を踏ま
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え、本研究課題は、生態園

や今後県内他地域で造成

が進むと想定される類似

の施設が、周囲の生物多

様性に悪影響を与えるこ

となく、生物多様性保全

に貢献できるよう、科学

的根拠に基づいた適切な

生物導入に関する知見な

どを提供することを目的

としており、生物多様性

保全を行う上で必要な研

究課題であると考えてい

ます。 

・ 新規課題の「河川工事

による生物多様性への

影響評価手法の開発」

は、今回は魚類に限ら

れており、他の生物も

含めた幅広い視点での

生物多様性を検討すべ

きである。 

・ 現時点では魚類による環

境評価手法に関する科学

的知見も不足しているこ

とから、まずは魚類にお

いてそうした手法を確立

することを大きな目標と

しています。本結果を踏

まえて、今後貝類や水生

昆虫類にも対象を広げ

て、より適切な生物多様

性の評価手法に関する研

究を進めていきます。 

・ 継続課題の「福岡県に

おける侵略的外来水生

植物の防除に係る研

究」は、これまでに十分

な成果が上がってお

り、さらなる進展を期

待する。 

 

・ 生態系評価はどこまで

を対象とするか、判断

が難しいところではあ

るが、環境改変がどの

生息地に現れやすいか

について既存研究を精

査するとともに、異な

る視点から複合的に生

態系影響を評価してい

ってほしい。 

 

 

 

・ 生物多様性の損失は陸水

域と二次的自然で特に顕

著であることが近年複数

の研究例から指摘されて

いることから、今回の生

態系評価としては河川や

二次的自然を対象とした

研究課題を挙げていると

ころです。引き続き既存

研究を精査し、広い視野

をもって複合的な生態系

影響評価ができる技術と

知見の蓄積を進めます。 

 


